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（委員）

№ 所属 役職等 氏名 部門 備考

1 公立大学法人福井県立大学
経済学部

経営学科教授
杉山　友城 学識経験者 会長

2 ニチコン大野株式会社
代表取締役
工場長

安川　政樹 産業部門

3 一般社団法人大野建設業会 会長 森尾　義治 産業部門

4 福井県農業協同組合 課長代理 村下　利幸 産業部門

5 九頭竜森林組合 総務課長 保格　浩一 産業部門

6 大野商工会議所 事務局長 玄覚　敏生 民生部門

7 協同組合大野石油センター 理事長 松田　耕明 民生部門

8 大野市木材組合 理事 玉木光祐企 民生部門

9 大野市管工事業協同組合 代表理事 中川　宗之 民生部門

10 福井県民生活協同組合 渉外広報部次長 高井　健史 民生部門

11
一般社団法人福井県自動車整備振
興会大野支部

支部長 伊與　勝 運輸部門

12
一般社団法人福井県トラック協会
奥越支部

顧問 此下美千雄 運輸部門

13 北陸電力株式会社　福井支店
営業部営業担当

専任部長 塩谷　光弘 エネルギー関連部門

14 福井県電気工事工業組合奥越支部 支部長 前田　豊次 エネルギー関連部門

15 株式会社福井グリーンパワー 専務取締役 黒太　治喜 エネルギー関連部門

16 奥越小水力発電推進協議会 委員 石塚　義徳 エネルギー関連部門

17 越前信用金庫 常勤理事 土藏　有二 金融機関 副会長

18 株式会社福井銀行
地域創生

チームリーダー
井上　宗城 金融機関

19 大野市区長連合会 理事 須原　祥量 市民団体

20 公益社団法人大野青年会議所 理事長 松田　直久 市民団体

21 大野市消費者グループ連絡協議会 会長 齊藤　博子 市民団体

22
福井県地球温暖化防止活動推進セ
ンター（エコプランふくい）

事務局長 浅利　裕美 NPO法人

23 大野市 くらし環境部長 乾川　和則 行政

大野市脱炭素推進会議　委員名簿



設置目的 大野市脱炭素ビジョンに掲げる目標を達成するため、関係機関が情報共有、意見

交換及び具体策の協議を行うとともに、多様な主体が連携・協働し、官民一丸と

なり脱炭素に向けた取り組みを推進する。

所掌事務 ・大野市脱炭素ビジョンの具体的な推進の検討

・大野市脱炭素ビジョンに掲げる数値目標や各プロジェクトの点検評価

・大野市脱炭素ビジョンの推進に向けた中長期的な検討

・その他脱炭素に資する取組み

委 員 次に掲げる者から25人以内を市長が委嘱又は任命

・学識経験者

・産業部門、民生部門、運輸部門、エネルギー関連部門の各団体の代表者

・金融機関の代表者

・市民団体の代表者

・市職員

任 期 ２年間

※現行委員は令和５～ ６年度

大野市脱炭素推進会議について 資料１

回 内容

推進会議
（第１回）

日 時：６月22日（木）10時～12時
場 所：結とぴあ201・202号室
出席者：21人
内 容：推進会議の趣旨説明、省エネ住宅・エコドライブに関するグループワーク

推進会議
（第２回）

日 時：11月６日（月）14時～16時
場 所：結とぴあ201・202号室
出席者：18人
内 容： 省エネ住宅・エコドライブに関する意見交換、

脱炭素の取組事例発表 （①福井銀行、②福井県エネルギー課、③奥越小水力発電推進協議会）

開催実績について

＜令和５年度＞

＜令和６年度＞

回 内容

ワークショップ
（第１回）

日 時：７月29日（月）19時～21時
場 所：結とぴあ201・202号室
出席者：９人
内 容： ワークショップ「自然（森林、水、雪、星空、田など）を生かした脱炭素の取組み」について

ワークショップ
（第２回）

日 時：８月21日（水）19時～21時
場 所：結とぴあ201・202号室
出席者：８人
内 容：ワークショップ「結（協働、ネットワーク）を生かした脱炭素の取組み」について

ワークショップ
（第３回）

日 時：９月17日（火）19時～21時
場 所：結とぴあ201・202号室
出席者：８人
内 容：報告書（素案）の確認について

推進会議
（第１回）

日 時：10月15日（火）13時30分～
場 所：結とぴあ305・306号室
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脱炭素ビジョンに掲げるプロジェクトの実施状況について
（令和５年度取組）

令和６年10月
大野市くらし環境部環境・水循環課

資料２
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「Connect 2050 人・自然・エネルギーのつながり」

～優(Y)しい心と 美(U)しい自然で 挑(I)む カーボンニュートラル～

■基本戦略

小水力や太陽光、バイオマスによる再生可能エ
ネルギーを新たに導入する目標よ

2050年までにCO2の実質排出量をゼロ以下にす
るのが目標だよ

■CO2削減目標

実質排出量=排出量-削減量-吸収量

2030年

実質排出量=排出量-削減量-吸収量

2050年

CO2削減量換算

2030年

CO2削減量換算

2050年

■再エネ導入目標

森林によるCO2吸収量は、追加的な対策によって
今の量を減らさないのが目標じゃ

CO2吸収量換算

2030年

CO2吸収量換算

2050年

■森林吸収目標

■取組方針

2020年

70.4千㌧

2020年

0千㌧

2020年

150.4千㌧

取組方針Ａ 取組方針Ｂ

取組方針Ｃ

結の心
・協働

取組方針Ｅ

快適で脱炭素な
ライフスタイル
への転換

豊かな森の保全
によるCO2吸収
促進

地域資源を活用
した再エネの導
入

取組方針Ｄ

再エネを活用し
た地域経済の成
長・循環

大野市脱炭素ビジョンの全体像



大野市脱炭素ビジョンのプロジェクト

取組方針 プロジェクト名

A
豊かな森の保全による
CO2吸収促進

① 木質バイオマス発電所への安定供給を核とした森林資源の好循環システムの確立

② 森林吸収分のカーボンオフセット事業の構築

B
快適で脱炭素なライフス
タイルへの転換

① 健康快適！脱炭素住宅・建築物＆ゼロカーボンドライブの促進

② 共創とITを活用した利便性の向上による公共交通の脱炭素化

③ 市街地エリアのスマートコミュニティ整備

④ ごみ減量化の推進

C
地域資源を活用した再
エネの導入

① 小水力発電の導入拡大

② バイオマスエネルギーの利活用

③ 太陽光発電の導入支援

D
再エネを活用した地域
経済の成長・循環

① 再エネの地産地消スキーム・ビジネスモデルの構築

② 再エネ供給による産業振興

③ 農業系未利用資源を活用した通年型農業の構築

E 結の心・協働
① 官民連携による脱炭素プロジェクトの推進

② 脱炭素人材の育成とネットワークづくり
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（施策）
• 木質バイオマス燃料の安定供給含めた森づくりプランの策定
• 森林環境譲与税を活用した木材利用の推進
• 燃料化支援、需要の掘り起こし
• 関係者との連携体制の構築

A－① 木質バイオマス発電所への安定供給を核とした森林資源の好循環システムの確立

【概要】
• 森林、木材による吸収や排出削減の効果を最大限発揮するため、間伐等の森林施業による育林を促進し、既存木質バイオマス発電所への

燃料（間伐材等）を安定供給します。
• 利用期を迎え、高齢級化に伴い吸収量が減少傾向にある人工林について、「伐って、使って、植える」という循環利用を確立し、木材利用の拡

大を図ります。
• バークやおがくずなど、製材や建築から出る木質系廃棄物はチップやペレットに加工して燃料化するなど資源を余すことなく活用します。

取組主体 今からできること

市民
• 地域産木材を使ったエコ住宅
• 木質バイオマスストーブの利用
• 植樹イベントへの参加

林業関係者
民間事業者

• 間伐材等の燃料の安定供給
• 間伐等の森林施業の実施
• 木質バイオマスの燃料化（チップ、ペレットほか）

発電事業者 • 木質バイオマス発電所の安定稼働

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（計
画
）

取
組
状
況
（実
績
） 市 おおの森づくりプランの策定【R６.３】

⚫ 森林資源を持続的かつ効率的に利用し、どのように森林管理をしていくかなど、

森林整備や森づくりの方向性を示した「おおの森づくりプラン」を令和６年３月に策定

市 間伐材バイオマス安定供給支援

⚫未利用原木を中心に製材端材を含めた木質バイオマス資源を最大限に活用し、

再エネ電気を発電
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事業者 木質バイオマス発電所の安定稼働

⚫ 市内で生じた間伐材を木質バイオマス発電所へ搬出した事業者に対して補助金を交付

事業者 木質バイオマス燃料の加工

⚫ 木質バイオマス発電の原料となる木材をチップ加工し、貯木場から発電所に搬入

福井グリーンパワー大野発電所



Ａ－② 森林吸収分のカーボンオフセット事業の構築

（施策）
• 森林情報のデータ収集およびデータベース化
• クレジット化手法研修などによる人材育成
• クレジット販売手法の検討

【概要】

• 対策によって吸収（削減）したCO2量をＪ－クレジット制度におけるプロジェクト登録・クレジット認証を行うことで、市内の
豊富なCO2吸収源対策に経済価値を加えます。

• 創出したクレジットを市内企業等に販売するとともに、クレジット購入企業との連携を深め、森づくりに賛同する関係者を増
やします。

取組主体 今からできること

林業関係者
市

• 間伐等吸収源対策の実施
• 森林吸収量のクレジット化

民間事業者
• クレジットの購入による森づくり支援、

カーボンオフセット

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（計
画
）

取
組
状
況
（実
績
）

J −クレジット制度を活⽤し中⼲しの延⻑によるメタン削減事業者

⚫ 市内の広域営農組織及び個人農家が、水稲の栽培期間中、水田の水を抜いて田

面を乾かす「中干し」の期間を延長することで削減できる温室効果ガス（メタン）の

数量をクレジット化する取組みを実施

市 J −クレジット制度の調査・研究
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（施策）
• 脱炭素ライフスタイル（ZEH、省エネ設備等）の普及啓発
• 関係者と連携した設置、導入支援体制の構築
• 空き家の脱炭素改修等による移住定住支援

Ｂ－① 健康快適！脱炭素住宅・建築物＆ゼロカーボンドライブ

【概要】

• 快適で豊かな暮らしと脱炭素を同時に実現するため、省エネ、創エネ、畜エネを積極的に取り入れた住宅や事務所などの建物を普及させま
す。特に断熱性能の向上や地域資源を活用した暖房設備の導入促進により、冬の厳しい寒さでも快適に過ごすことのできる住環境の整備
を進めます。

• 建材には地域産木材を活用し、炭素貯蔵の促進と林業活性化に貢献します。
• ガソリン車から電気自動車や電気バイクなど環境にやさしい車両に転換するとともに、急速充電器などのインフラ整備を推進します。

取組主体 今からできること

事業者
市民

• 新築住宅のZEH化、既存住宅の断熱改修
• 新築建築物のZEB化、既存建築物の断熱改修
• 高齢者住宅や共同住宅の脱炭素化
• 自家消費型再エネ設備の導入
• 省エネ家電、設備の導入
• 自家用車、商用車のEV、PHV、FCV、電動バイク等への更新
• 急速充電器やV2H設備の設置

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（計
画
）

取
組
状
況
（実
績
）

市 省エネ住宅をテーマにしたシンポジウムの開催 【R５.８】

⚫ 令和５年８月に｢省エネ住宅でより健康で快適な暮らしを｣をテーマに団体、事業者、

学識経験者などの協力を得て「脱炭素ビジョンシンポジウム」を開催し、71人が参加

事業者 災害時に電気自動車から避難所に電気を供給 【R６.１】

⚫ 市内の建設会社と地域の自主防災会が防災協定を締結し、自然災害などで大

規模な停電が起きた際に、同社の電気自動車１台を避難所に派遣し、電力を供

給する仕組みを構築

市 職員共用の電気自動車を２台導入

省エネ住宅をテーマにしたシンポジウム

電気自動車の導入



【概要】

• ライドシェア、カーシェアや貨客混載など共創により運輸部門における脱炭素化を目指します。

• 携帯端末で公共バスの現在位置情報を確認するシステムの導入などDXによる利便性向上と省エネ化を図ります。

• 健康づくりにもつながる自転車利用の促進や、中心市街地や観光地などで歩きたくなるまちづくりを進めます。

（施策）
• 貨客混載による物流＆交通効率化
• 地域住民と連携したライドシェアの推進
• 自転車利用の普及啓発、インフラ整備
• 公用車のカーシェア（観光利用）

取組主体 今からできること

市民
地区

• 公共交通機関の利用
• ライドシェアの担い手
• 自転車や電動バイクの利用

民間事業者
• 公共交通機関の利用
• 貨客混載の共同実施
• まちなか観光の充実

Ｂ－② 共創とＩＴを活用した利便性の向上による公共交通の脱炭素化

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（計
画
）

取
組
状
況
（実
績
）

8

市 大野市地域公共交通計画の策定 【R６.３】

⚫ 大野市にとって望ましい交通・移動サービスを実現するため、大野市地域公共交通活性化

協議会において地域の実情や利用者ニーズを共有し、令和６年３月に「大野市地域公共交

通計画」を策定

⚫ 市内の集落において、住民主体の助け合いによる移動支援を実証的に実施

（令和５年11月と令和６年２月に合計16回実施）

団体 地域住民による助け合いによる移動支援

市 おおのヘルスウォーキングプログラム

⚫ 健康づくりに取り組む人が増えるよう、活動量に応じてポイントを付与する「おおのヘルス

ウォーキングプログラム」を実施し、令和５年度は2,470人が参加
おおのヘルスウォーキングプログラム

（亀山クリーンアップ）



【概要】

• 太陽光発電設備等の導入が困難（景観・積雪対応など）な中心市街地エリア（景観形成地区周辺）に再エネを供給するため、郊外にオフサ
イト型の地域共同再エネ発電設備を導入することにより、歴史的なまちなみや景観の維持と脱炭素化の同時解決を図ります。

• 大型蓄電池とエネルギーマネジメントシステムを活用し、区域内で再エネ電源を効率的に利用（節電、蓄電、ピークカットなど）します。

• ITによる高齢者見守りなどDX推進により付加サービスを展開し、中心市街地の魅力向上を図ります。

（施策）
• スマートコミュニティの構築に向けた計画策定
• スマートコミュニティの整備
• DX推進による付加サービスの検討
• 郊外の各集落への展開

Ｂ－③ 市街地エリアのスマートコミュニティ整備

取組主体 今からできること

市民
地区

• スマートコミュニティへの参画、再エネ電力の購入
• 歴史的景観の維持
• DXを活用したサービスの展開

民間事業者
• オフサイト型再エネ発電設備の設置、電力供給、管理運営
• 景観配慮型エコハウスの整備
• DXを活用したサービスの展開

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（計
画
）

取
組
状
況
（実
績
）
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市 都市景観形成に関する支援

⚫ 景観形成地区（七間通り・五番通り・寺町通り）において、各地区のまちづくり協定に基づき建築物の外観改修など
を行う場合に外観工事費を補助

市 空き家利活用の促進

⚫ 空き家の利活用を促進するため、令和５年度に空き家相談会を２回開催（相談件数47件）
⚫ 空き家所有者に適正な空き家管理を周知するため、リーフレットやＨＰによる啓発活動を実施
⚫ 老朽化した危険な空き家の所有者等に対し除却に活用できる補助制度を紹介し、令和５年度は６件が活用
⚫ 有効活用できる空き家の空き家情報バンクへの登録を促し、令和５年度は２２件が登録
⚫ 空き家所有者と空き家を必要とする人との間で１３件が成約



【概要】

• 消費者グループと連携し、家庭用生ごみ処理機モニター体験の減量の成果について情報発信し、併せてごみの分別等について啓発活動を
行うことで、ごみの減量化と脱炭素の同時解決を図ります。

• ポイント制度の導入など、ナッジやデジタル技術を活用した行動変容策（DX）により、市民の意識向上を促進します。

（施策）
• ごみ減量化（家庭用生ごみ処理機の普及を

含む）の啓発活動
• 消費者グループと連携した講習会等の開催
• フードドライブの実施
• DX活用によるポイント制度の検討
• 食品ロス削減アプリの活用

取組主体 今からできること

市民

• 家庭用生ごみ処理機の導入
• 食べきり運動、「mottECO」（食べ残しを持ち帰る行為）、

「てまえどり」の実践
• フードドライブへの協力
• DXを活用したサービスの利用

事業者
• 食べきり運動、「mottECO」、「てまえどり」について、

消費者へ普及啓発

Ｂ－④ ごみ減量化の推進

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（計
画
）

取
組
状
況
（実
績
）
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団体・市 フードドライブ

⚫ 福井県民生活協同組合と市が連携し、家庭で余った食品を施設等に寄付する「フードドライブ」を令和５年度に３回開催

⚫ 各家庭から寄せられた余剰食品は福祉施設等に寄贈（令和５年度実績 1,700kg）

市

⚫ 令和６年度のプラスチック資源の分別回収開始に向けて、令和５年度に市民説明会（50回・1,738

人参加）及び出張出前講座（88回・2,842人参加）を開催し、新たな分別方法などについて説明

プラスチック資源分別回収に向けた市民説明会

ミミズコンポストによる住民交流の促進

プラスチック資源分別回収に向けた
市民説明会

団体

⚫ 「横町編集部」が年間を通じて「横町スタジオ」にミミズコンポストを設置し、生ごみの資源化と住民交流を促進

⚫ 令和５年度は有終西小学校にコンポストを設置し、７～10月の４か月間で40㎏以上の生ごみを処理

団体 生ごみ処理機の堆肥で育てた野菜を中学校に贈呈

⚫ 市民団体「生ごみ減らし隊」の隊員が、各家庭に設置する生ごみ処理機を使用し、堆肥づくりを実施

⚫ 令和５年10月には、この活動で作った堆肥で育てたじゃがいもや玉ねぎを陽明中学校に贈呈



【概要】

• 県内有数の発電ポテンシャルを生かし、山間部の河川や農業用用水など、流量が豊富で高低差の取れる箇所での小水力発電導入を促進
します。

• 発電所建設や管理は、設計や工事（土木、建築）、メンテナンス等などを市内事業者が連携して担うことにより経済効果を高めます。

（施策）
• 行政（庁内含む）、関係者、機関による連絡調整体制の

確立
• 地域活用要件対応方針の確立
• エネルギー地産地消スキームの確立

取組主体 今からできること

民間事業者
関係団体
設備事業者
電力小売事業者

• 山間部河川等での小水力発電建設
• 農業用揚水等を活用した小水力発電建設
• 市内への再エネ電力供給

Ｃ－① 小水力発電の導入拡大

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（計
画
）

取
組
状
況
（実
績
）

事業者・団体 小水力発電所の整備・運転

⚫ 市内12か所でFIT認定を受けた小水力発電所が整備又は運転（令和５年度末時点）

11

№ 河川等 発電設備の出力（kW) FIT認定日 運転開始年月

1 下若生子（真名川ダム） 490.0 2012年11月27日 2013年11月

2 此ノ木谷（大谷） 199.0 2014年6月11日 2016年12月

3 黒谷川（上大納） 47.9 2018年10月24日 2019年1月

4 仏原（真名川ダム） 220.0 2019年2月27日 2020年4月

5 五条方（真名川頭首工） 41.8 2021年7月19日 2022年3月

6 清滝川（木本） 660.0 2017年3月1日 2023年4月

7 多茂谷川（上半原） 199.0 2022年1月18日 ―

8 塚原野導水路（蕨生） 143.9 2022年1月26日 2023年4月

9 谷間川（下打波） 850.0 2022年1月26日 ―

10 蕨生（塚原） 35.9 2022年2月9日 ―

11 蕨生（蕨生） 37.0 2022年2月9日 ―

12 志目木谷川（宝慶寺） 49.9 2022年12月14日 ―

（再生可能エネルギー電子申請サイトより）



【概要】

• 市域の約87％を占める森林が持つ資源を生かし、すでに稼働している木質バイオマス発電所へのバイオマス燃料安定供給を関係者の協力
の下、維持します。

• 間伐材、建築残材のほか、多くを産業廃棄物として処分しているもみ殻などを燃料化し、それらを使ったボイラーやストーブの普及を
促進することにより、冬期間の熱利用を石油燃料から再エネに転換します。

（施策）
• 間伐材等搬入に対する財政支援
• 安定供給推進体制の維持
• バイオマスペレットストーブ等の普及啓発、導入支援
• バイオマス燃料製造事業者の育成、需要の掘り起こし

取組主体 今からできること

林業関係者
農業関係者
民間事業者

• 木質バイオマス発電燃料の供給
• 木質チップ、ペレット等の製造
• もみ殻固形燃料等の製造

発電事業者 • 木質バイオマス発電の安定稼働

事業者・家庭・市
• バイオマスストーブ、ボイラー （木

質・もみ殻）等の導入

Ｃ－② バイオマスエネルギーの利活用

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（計
画
）

取
組
状
況
（実
績
）

※再掲

市 トロン温浴施設「うらら館」への木質バイオマスボイラーの導入（R6.3）

⚫ 令和６年３月にトロン温浴施設「うらら館」に市内で加工した木質ペレットを燃料とす
る木質バイオマスボイラーを導入

⚫ 燃料は木材加工販売のファーストウッド大野工場が木質ペレットに加工した端材や
おがくずを使用

⚫ 災害時の停電などに備え非常用自家発電機も設置

12
市 間伐材バイオマス安定供給支援

事業者 木質バイオマス発電所の安定稼働

事業者 木質バイオマス燃料の加工 ※再掲

※再掲

トロン温浴施設「うらら館」の
木質バイオマスボイラー



取組主体 今からできること

工場・事業者・市民
• 太陽光発電の導入（屋根等）
• 蓄電池の導入

市
• 太陽光発電の導入（PPA等）による公共施設の脱炭素化
• 災害時（停電時）の防災機能強化

農業関係者
土地所有者
発電事業者

• 空き地や耕作放棄地など未利用地への太陽光発電設置
• 農地への営農型太陽光発電の導入

（施策）
• 市内の再エネ関連事業者の育成支援、伴走支援

体制の構築
• 普及啓発、導入支援、金融機関との連携
• オフサイト型の適地調査
• 景観等配慮した整備指針の検討

Ｃ－③ 太陽光発電の導入支援

【概要】

• 産業、民生業務、民生家庭部門における自家消費を中心とする蓄電池を活用した需給一体型の太陽光発電設備の導入を進めます。

• CO2削減量に加え、光熱費削減や防災機能強化などの効果が見込める公共施設において優先的に導入します。また、積雪を考慮した設置
やＰＰＡ等の導入手法を検討し、市内事業所等への横展開を目指します。

• 耕作放棄地や空き地など未利用地（低利用含む）への導入や営農型など、オフサイト型の設置を進めます。

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（計
画
）

取
組
状
況
（実
績
）

市 「住宅の太陽光・蓄電池設備導入促進事業補助金」創設に向けた準備
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（令和６年度より補助金を制度化し、住宅の敷地内に太陽光発電設備や蓄電池を設置する個人に対し、経費の一部を補助）



卒FIT電力

市民・事業者

再エネ電力

越前大野城

うらら館

イトヨの里

卒FIT電力供給スキーム

【概要】

• 再エネの地産地消の推進に向けて、官民連携により、市内で発電された再エネ電力（FIT電力や卒FIT電力、それ以外の電力（非FIT電力）を
地域内で有効に活用するスキームを構築します。

• PPA事業やエネルギーマネジメント事業など再エネ関連の地域振興につながるビジネスモデルの構築に取り組んでいきます。

（施策）
• 地産地消スキームの構築（非FIT、卒FIT、FIT(環境価値の

み含む））
• 再エネ関連ビジネスモデルの調査、事例研究、育成支援

取組主体 今からできること

事業者
• 地域再エネを活用したRE100対策等
• 再エネ関連ビジネスの実施、展開

再エネ事業者
電力小売事業者

• 再エネの市内供給
• 地域再エネの市内販売

Ｄ－① 再エネの地産地消スキーム・ビジネスモデルの構築

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（計
画
）

取
組
状
況
（実
績
）

事業者・市 卒FIT電力を公共施設に供給（R5.9～）

⚫ 北陸電力株式会社・北陸電力送配電株式会社・大野市の三者が令和５年５月に脱炭素社会実現に向けた連携協定を締結
⚫ 北陸電力株式会社が、卒FIT電力を公共施設で利用することに同意する市民及び事業者を募集
⚫ 令和５年９月から、応募のあった卒FIT電力を公共施設（越前大野城、トロン温浴施設うらら館、本願清水イトヨの里）に供給

14



【概要】

• 地産地消スキームを活用した再エネの供給（環境価値のみ含む）や再エネ設備導入支援を、企業誘致につなげます。

• 市内の既存企業と連携し再エネを導入または融通し合うことで、RE100対応やBCP対策などを進め産業振興につなげます。

（施策）
• 官民連携で事業スキームを検討（スピード感が必要）
• 再エネ整備適地の調査（産業団地内、産業団地周辺）
• Jクレジットや非化石証書、カーボンオフセット等の活用

スキーム確立

取組主体 今からできること

事業者
• 産業団地への企業立地
• 再エネ設備の導入および購入
• カーボンオフセットの実施

再エネ事業者
電力小売事業者

• 地産地消スキームによる再エネの供給

Ｄ－② 再エネ供給による産業振興

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（計
画
）

取
組
状
況
（実
績
）
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市 積極的な企業誘致活動

⚫ 県と連携しながら製造業を中心に143社に対し、大野市富田産業団地等への誘致
活動を実施（誘致には至らなかった）

大野市富田産業団地



（施策）
• 賦存量（利用ポテンシャル）調査、利活用方法の検討
• 燃料化機器の導入支援
• 収集運搬体制の確立
• 園芸農業の担い手育成、営農支援、販路開拓支援

取組主体 今からできること

農業事業者
事業者

• もみ殻バイオマスボイラーの整備（大型）
• もみ殻バイオマスボイラーを熱源とする農業

用ハウス整備
• もみ殻燃料の製造
• もみ殻ボイラーの導入

Ｄ－③ 農業系未利用資源を活用した通年型農業の構築

【概要】

• 未利用資源であるもみ殻などを燃料とするバイオマスボイラーとその熱源を利用する農業用ハウスを整備し、通年型農業を構築します。

• 通年型農業により、新たな作物の生産を促進し、道の駅などでの販売につなげます。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（計
画
）

取
組
状
況
（実
績
）
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市 農林水産物の多様な販売活動

⚫ 道の駅「越前おおの 荒島の郷」や道の駅「九頭竜」での販売、ふるさと納税などを活用
して農林水産物の多様な販売活動を展開

⚫ 越前おおの農林樂舎へ出荷され、当該施設等で販売された売上高は5,080万円となり、
過去最高を記録

もみ殻暖房機

⚫ 初心者向け園芸栽培講座を2回、果樹栽培講座を1回開催し、誰もが農業を
学び、農業に触れる機会を提供（延べ58人参加）

市 園芸農業の担い手育成

事業者 もみ殻暖房機の導入

⚫ 県補助金を活用して導入した「もみ殻暖房機」を活用



【設置目的・役割】 情報共有、具体策検討・役割分担、取組評価・発展策等検討

⇒目指すべきゴールを共有し、連携して実行へ移す

Ｅ－① 官民連携による脱炭素プロジェクトの推進

【概要】

• 脱炭素の取り組みはあらゆる主体に関わり、部門を越えた総合的な取り組みを進める必要があることから、市内ステークホルダー
（利害関係者）を構成員の中心とする大野市脱炭素推進会議（仮称）を新たに組織し、各プロジェクトを推進する体制を構築しま
す。

• 推進会議を通じ、市民および事業者と目指すべきゴールを共有したうえで、それぞれが主体的に脱炭素プロジェクトを推進すると
ともに、互いに連携しあうことでより効果的かつ着実に取り組みを進めていきます。

• 推進会議では、大野市全体や部門ごとの脱炭素に関する情報（現状と課題）の共有や、各プロジェクトの推進に向けた具体策の検
討と役割分担、各取り組みの評価と課題解決または発展策の検討などを行います。

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（計
画
）

取
組
状
況
（実
績
）

事業者・団体・市 大野市脱炭素推進会議の開催 【R５．６～】

⚫ カーボンニュートラル達成と地域課題解決の同時実現に向け、多様な主体が
連携・協働し、官民一丸となり脱炭素に向けた取り組みを推進するため

「大野市脱炭素推進会議」を立ち上げ、会合を２回開催

17

大野市脱炭素推進会議の会合



（施策）
• ネットワークの構築
• 学習プログラム作成
• マッチングスキームの構築

取組主体 今からできること

市民 • ネットワークへの賛同、参画 ・学習会等への参加 ・脱炭素化への行動変容

民間事業者
• ネットワークへの賛同、参画 ・セミナー等への参加
• 脱炭素につながる取り組みの情報共有
• 市民らの脱炭素課題の解決支援 ・市民や学校向け環境教育の実施

市
• ネットワーク参加事業者等の募集、管理、実施
• 学習プログラムの提供 ・情報収集、マッチング支援

Ｅ－② 脱炭素人材の育成とネットワークづくり

【概要】

• 市民や事業者から賛同者を募るなど2050年脱炭素社会の実現に向けて共に挑戦する仲間（パートナー）作りとネットワーク化を進めます。

• ネットワークを通じ、省エネ等促進の担い手となる事業者に対しては専門性を高めるセミナーや相互学習の場、市民には地球温
暖化に対しとるべき行動について学ぶ機会を提供し、需要と供給それぞれの面で脱炭素人材の育成を図ります。

• 事業者がもつ脱炭素に関するノウハウや技術と市民等が抱える脱炭素課題を共有、マッチングさせることで、仲間同士の協力ま
たは連携による脱炭素化を促進し、診断・提案、施工・工事、メンテナンス等の一連の業務を市内事業者が実施する形へと発展
させていきます。

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（計
画
）

取
組
状
況
（実
績
）

おおのＳＤＧsパートナー連絡協議会【R５.12～】

⚫ ふくいSDGsパートナーに登録する市内の事業者や団体、市とSDGsに関する連携協定を締結する企業などが業種や分野を超え
て連携することを目的として「おおのＳＤＧs パートナー連絡協議会」を令和５年12月に設置（R5.3時点 登録者数47者）

事業者・団体・市

市 Ono-city Star Point Project 【R６.２】

⚫ 阪谷小学校の児童が、「光害対策」「脱炭素」「星空学び」の３つの視点から、星空を
美しく見るために具体的に取り組むべきことを示したポイントカードを作成し、市が全
戸配布。取り組んでくれた人には児童からお礼の手紙などを送付

18

事業者・市 結のEco協賛店

⚫ 市民の「CO2削減につながる商品等」の購入をサポートする事業者（結のEco協賛店）を募集し、賛同した店舗をリーフレットや
ホームページ等で紹介（R5.3時点 登録者数51者）

ポイントカード



小水力や太陽光、バイオマスによる再生可能エ
ネルギーを新たに導入する目標よ

CO2削減量換算

2030年

CO2削減量換算

2050年

　■再エネ導入目標

2020年

　0千㌧

森林によるCO2吸収量は、追加的な対策によって
今の量を減らさないのが目標じゃ

CO2吸収量換算

2030年

CO2吸収量換算

2050年

　■森林吸収目標

2020年

150.4千㌧

2050年までにCO2の実質排出量をゼロ以下にす

るのが目標だよ

Ａ

　■CO2削減目標

実質排出量 =排出量 -削減量 -吸収量

2030年

実質排出量 =排出量 -削減量 -吸収量

2050年

2020年

70.4千㌧

数値目標の達成状況
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数値目標
2020（R2）年度

基準値
2021（R3）年度

実績値
増減

(2021年度-2022年度)

2030（R12）年度
目標値

2050（R32）年度
目標値

CO₂実質排出量 70.4千t-CO₂ 73.4千t-CO₂ 3千t-CO₂ 24.6千t-CO₂ ▲80.7千t-CO₂

再生可能エネルギー導入量
（新規追加分） 0千t-CO₂ 0.2千t-CO₂ 0.2千t-CO₂ 4.1千t-CO₂ 36.5千t-CO₂

森林吸収量 150.4千t-CO₂ 146.4千t-CO₂ ▲4.0千t-CO₂ 150.4千t-CO₂ 150.4千t-CO₂

⚫ 「CO₂実質排出量」の増加について、2021年度のコロナ禍からの経済回復が主な要因と考えられる。

⚫ 「再生可能エネルギー導入量」の増加について、住宅における太陽光発電設備の導入や小水力発電所の
整備が進んだことが主な要因と考えられる。

⚫ 「森林吸収量」の減少について、森林の高齢化による成長の鈍化が主な要因と考えられる。



大野市脱炭素ビジョンの進捗状況

取組方針 プロジェクト
事務局の視点
による進捗状況

推進会議の視点
による進捗状況

A
豊かな森の保
全によるCO2
吸収促進

①
木質バイオマス発電所への安定供給を核とした森
林資源の好循環システムの確立 △

② 森林吸収分のカーボンオフセット事業の構築 △

B
快適で脱炭素
なライフスタイ
ルへの転換

①
健康快適！脱炭素住宅・建築物＆ゼロカーボンド
ライブの促進 △

②
共創とITを活用した利便性の向上による公共交通
の脱炭素化 △

③ 市街地エリアのスマートコミュニティ整備 ×

④ ごみ減量化の推進 〇

C
地域資源を活
用した再エネ
の導入

① 小水力発電の導入拡大 △

② バイオマスエネルギーの利活用 〇

③ 太陽光発電の導入支援 △

D
再エネを活用
した地域経済
の成長・循環

①
再エネの地産地消スキーム・ビジネスモデルの構
築 〇

② 再エネ供給による産業振興 ×

③ 農業系未利用資源を活用した通年型農業の構築 △

E 結の心・協働
① 官民連携による脱炭素プロジェクトの推進 △

② 脱炭素人材の育成とネットワークづくり 〇

評価の集計

〇：4
△：8
×：2

〇：
△：
×：

数値目標
2021（R3）年度

実績値
事務局の視点
による進捗状況

推進会議の視点
による進捗状況

CO₂実質排出量 73.4千t-CO₂ ○

再生可能エネルギー導入量
（新規追加分）

0.2千t-CO₂ △

森林吸収量 146.4千t-CO₂ △

＜数値目標の実績（令和３年度）＞

＜取組みの実績（令和５年度）＞

○…順調 △…努力を要する ×…相当の努力を要する
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大野市脱炭素推進会議 

脱炭素ワークショップ 検討内容 報告書 

 
 

１ はじめに 

市が令和５年３月に策定した「大野市脱炭素ビジョン」は、カーボンニュートラル

の達成と地域課題の同時解決が図られた望ましい絵姿を描き、これを実現するための

取組方針や目標、取り組むプロジェクトを掲げている。 

令和５年６月には、脱炭素ビジョンに掲げるプロジェクトを推進する組織として

「大野市脱炭素推進会議」を設置した。同年中に会合を２回開催し、各団体等から選

出された委員が脱炭素化に向けた具体策の協議を行ったものの、限られた時間の中で

さまざまな意見を整理し、意思統一を図ることは難しく、具体的な取組みの実践まで

はつながっていない。 

今回、大野市脱炭素推進会議委員を中心に「脱炭素ワークショップ」を構成し、「大

野市の地域資源を生かした脱炭素の取組み」について検討した。 

構成員は、大野市脱炭素推進会議構成団体から参加意向を示してくれた７名に、「雪

氷熱」などの研究に取り組む福井大学カーボンニュートラル本部の教授２名も加わり、

計９名で３回の会合を開催した。第１回と第２回で開催したワークショップ（アイデア出

し）では、事務局の市環境・水循環課職員５名も参加し、官民で意見を出し合った。 

大野市脱炭素推進会議の杉山会長を本ワークショップの座長とし、委員からは所属

する事業所・団体としての意見、日常生活で感じた意見など、さまざまな視点から活

発な意見が出された。 

委員から出された多くのアイデアをもとに、事業者や団体、市にとって真に有益と

なる取組みを整理して報告書にまとめた。 

 

＜脱炭素ワークショップの様子＞ 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

資料３ 
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２ テーマ設定 

地域課題及び市民ニーズを的確に捉え、大野市の地域特性にあった脱炭素の取組み

を具体化するため、テーマを「大野市の地域資源を生かした脱炭素の取組み」に設定

した。 

その上で「地域資源」の範囲には自然、文化、歴史、産業、食、人などさまざまな

ものが考えられることから、生かすべき地域資源を「自然」「結」に絞り、これらを第

１回、第２回のアイデア出しのテーマ（小テーマ）に設定した。 

【大テーマ】「大野市の地域資源を生かした脱炭素の取組み」 

【小テーマ】 第１回 ： 「自然」（森林、水、雪、星空、田など）を生かした取組み 

第２回 ： 「結(ゆい)」（協働、ネットワーク）を生かした取組み 

  アイデア出しを始めると小テーマの範囲から外れたアイデアも出たが、これらも含

めて具体策を考えることとした。 

 

３ 現状把握 

第１回では、アイデア出しを行う前に、大野市脱炭素ビジョンに沿って、現在、市

内でどのような取組みが展開されているのか、現状を委員の中で共有したうえでアイ

デア出しに移った。 
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４ アイデア 

第１回と第２回でのアイデア出しを通して、委員からは全 177のアイデアが出された。 

※全 177 のアイデアは別添参照 

 

＜AI テキストマイニングによるアイデア（全 177）の見える化＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 具体化の観点 

アイデアは以下の観点を踏まえて「具体策」に発展させた。 

【具体化の観点】 

①委員からのアイデアが多かった分野を優先的に掘り下げる。 

②他地域の取組みを参考にして考える。 

③短期的に取り組むための具体的な行動（＝実務）を考える。 

④誰が取り組むのか、想定される実施主体（事業者・団体・市）を設定する。 

⑤採算性や費用対効果は考慮しない。 

 

 また、福井大学が主体となる雪の活用に関する具体策を「特別応援事業」として示す

ほか、短期的な視点から具体策に発展することはできなかったものの、将来的に脱炭素

に必要と考えられる考え方を「中長期的に検討すべき方策」として示す。 
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＜具体策・特別応援事業・中長期に検討すべき方策＞ 

 

 

 

 

 

 

 

区分 取組区分 № 実施主体 内容 

具体策 

有効活用す

る 

① 事業者・団体 製材端材の有効利用の促進 

② 事業者・市 小水力発電所の電力の地域活用 

③ 市 ふく ecoアプリの活用促進 

催しを行う 

④ 事業者・団体・市 事業者と市の協働による「環境フェア」 

⑤ 事業者・団体・市 事業所でのフードドライブの実施 

⑥ 事業者・団体・市 ライトダウンの成果の見える化 

アイデアを 

募る 

⑦ 事業者・団体・市 こどもカーボンニュートラルアイデアコンテスト 

⑧ 団体・市 コンポストのアイデアコンテスト 

学びを 

提供する 

⑨ 市 家庭のCO₂排出量を算定する課題学習 

⑩ 団体・市 事業者向け脱炭素セミナーの開催 

⑪ 事業者・団体・市 小中学校での事業者による出前授業 

行動を 

支援する 

⑫ 市 薪ストーブや市産薪の購入支援 

⑬ 事業者 CO₂排出量可視化の支援 

⑭ 市 家庭の LED照明取替えキャンペーン 

新たな方法を

取り入れる 

⑮ 事業者・市 J-クレジットの促進 

⑯ 事業者・市 大野版ZEB・ZEHの促進 

特別応援事業 
⑰ 団体 雪氷熱活用に関する環境教室 

⑱ 事業者・団体 雪室活用による商品のブランド化 

中長期的に 

検討すべき方策 

⑲ 事業者・団体 物流の共同配送 

⑳ 事業者・団体・市 シェアリングエコノミーの実践 
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６ 具体策 

 

（１）有効活用する 

 

№ ① 製材端材の有効利用の促進 

参考アイデア№ 127,133,134,143,144,148 

実施主体 事業者（製材端材を出す事業者）・団体・市 

取組内容  ワークショップでは、木工店や工務店などの事業者において、

製材端材の処分に苦労しているという意見があった。 

 製材端材を捨てると処分代がかかる上、他地域では野焼きな

どの不適切処分につながっている事例もある。 

 製材端材の有効利用を促進することで、産業廃棄物の削減を

通して CO₂削減につながる。 

 製材端材の有効利用につながる取組みを以下に示す。 

 

①木質バイオマス発電所の燃料として利用する 

➢ 製材端材を木質バイオマス発電所（福井グリーンパワ

ー大野発電所）の燃料として活用する。これまで有効

利用されていなかった製材端材が電気として新たな

価値を持つことにつながる。 

➢ 福井グリーンパワー大野発電所では、要件を満たした

製材端材等を買い取っており、実際に市内事業者から

の持ち込みもあるという。 

➢ 製材端材を出す事業者が福井グリーンパワーに持ち

込むことで地域におけるエネルギーの自給自足が可

能となる。 

➢ なお、大きな製材端材はそのままでは燃焼しにくいた

め、チップ化や粉砕などのサイズ調整が必要となる場

合がある。 

 

②端材マーケット（持ち寄り市）を開催する 

➢ 製材端材の処分する人と必要とする人のマッチングを図

るため、事業者において「端材マーケット（持ち寄り市）」

を開催し、市は広報を協力する。 

➢ 薪ストーブを利用している市民や市内へ来訪するキャン

パーからのニーズが想定される。 
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➢ 他地域では、商工会議所が主体となって、端材マーケットを

定期的に開催し、DIY愛好者やクラフト好きに人気のあるイベ

ントとなっている事例があるので、市内においても青年団体

などが中心となってイベント化できると良い。 

➢ 課題は、製材端材をイベントまで一定期間保管しておく

必要があることや工務店側で欲しい人の対応をするため

の手間がかかることが挙げられる。 

 

№ ② 小水力発電所の電力の地域活用 

参考アイデア№ 15,33,35,45,48,77,79 

実施主体 事業者（福井銀行）・団体・市 

取組内容  小水力発電は 1,000kW 以下の水力発電で、小さな川や水路の

水流を利用して電力を作る仕組みとなっている。 

 大野市は山間部が多く、多雨・多雪であるため、小水力発電の

導入ポテンシャルの高い地域である。 

 現在、市内で FIT 認定を受けた小水力発電所は整備中のもの

も含めて 12か所（県内市町で最大）あり、民間事業者中心で

事業が進められている。 

 小水力発電所を地域の脱炭素化に生かすためには、小水力発

電所で作られた電気を市内に供給する仕組みをつくり、再生

可能エネルギーの地産地消を促進することが重要である。 

 福井銀行は、令和６年度に環境省の「ESG地域課題解決支援プ

ログラム」の採択を受け、研究機関との連携により、小水力発

電所で作られた電力を市内に供給する仕組みの構築に取り組

んでいる。この仕組みの実現に向けて各ステークホルダーが

抱える課題、役割を明らかにすることが望まれる。 

 市は、小水力発電事業が再エネの地産地消以外の面において

も市民にメリットを感じてもらえるよう取り組む。方法とし

て、小水力発電事業者に対し、災害時における電気の供給を

はじめ、発電所見学の受け入れや市政情報の広報活動などに

協力を求めていく。 

 他の地域では、電力会社が水力発電所で発電した再エネ電力

を自治体のふるさと納税の返礼品として提供している事例が

あるので、将来的にこのような取組みの実現を目指す。 
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№ ③ 「ふく eco アプリ」の活用促進 

参考アイデア№ 9,54,129,139,160 

実施主体 事業者・団体・市 

取組内容  脱炭素行動にインセンティブを付与する「脱炭素ポイント制

度」が全国複数の自治体で運用されている。 

 福井県では本年６月から県民に環境配慮行動の習慣化を図る

ため「ふく eco」アプリの運用を始めた。食事の食べきりや食

品ロス削減、公共交通の利用といったエコアクションをする

とポイントをたまるアプリとなっている。 

 ポイントは、食品やエコ製品、商品券などが当たる抽選に使

うことができ、すでに 5,000人超が当アプリを使っている。 

 市単独で「脱炭素行動ポイント化アプリ」を導入すると多額

の費用がかかることから、既存のふく eco アプリを積極的に

市民へ周知することで行動変容を促していく。 

 現在、市は複数の公共施設にふく ecoアプリのポスターや QR

コードを掲示しており、引き続き周知する。 

 

（２）催しを行う 

 

№ ④ 事業者と市の協働による「環境フェア」 

参考アイデア№ 39,46,65,104,120,124,132,142 

実施主体 事業者・団体・市 

取組内容  現在、市が市民向けに行っている環境教室や環境講演会など

の啓発活動は市単独で行っているものが多い。 

 そこで、市内で脱炭素に取組む事業者、団体等と市が協働・連

携して「環境フェア」を開催する。同様の取組みは、福井市や

坂井市でも行われている。 

 市が脱炭素推進会議構成団体や結の Eco 協賛店をはじめとす

る市内の事業者・団体から賛同者を募り、共同で実施する。 

 脱炭素に配慮したライフスタイルを市民に浸透させることが

できるほか、多様な主体が一丸となって脱炭素に取り組んで

いる姿勢を市民に示すことができる。脱炭素に取り組む主体

間のネットワークづくりにも効果がある。 

 イベントの内容としては、子どもを対象とした体験ブースや

パネル展示などを行う。 

 例えば、事業所から排出された廃材や廃油を活用した工作、
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海のプラスチックを利用したアクセサリー作り、ゴミ分別ボ

ードゲームなど、子どもが興味を引きそうな体験ブースのほ

か、事業者が取り組んでいる脱炭素活動をアピールするため

のパネル展示を行う。 

 カーボンニュートラルアイデアコンテストの作品を展示した

り、提案者を表彰したりする場としても活用する。 

 令和６年度中に整備予定の屋内型こどもの遊び場「おおの天

空パークOSORA
お そ ら

」を会場として実施することで、より子ども

が興味を引くイベントになることが期待できる。 

 

№ ⑤ 事業所でのフードドライブの実施 

参考アイデア№ 22,23,107,111,145,147 

実施主体 事業者・団体（福井県民生活協同組合）・市 

取組内容  市は令和３年に福井県民生活協同組合と包括連携協定を締結

して「フードドライブ」の取組みを開始し、これまでに８回開

催している。 

 フードドライブは家庭等で余っている食品を持ち寄り、必要

としている施設や団体に寄付することで「食品ロス削減」と

「食料支援」の同時実現に寄与する。 

 現在は、市役所本庁舎、県民せいきょう事業所のほか、公民

館、市内スーパーを食品の受付場所としている。 

 フードドライブをさらに市内に浸透させるため、これらの受

付場所に加えて事業所ごとの「職場単位」でも実施する。 

 市が職場単位でフードドライブを実践してくれる事業者を募集

し、事業者は従業員や来客に取組みを周知し、食品を集める。 

 事業者が集めた食品は指定した日に指定の場所まで運んでも

らう。（市内運送業者等と連携し、効率的な食品回収の仕組み

を作ることができるとより良い。） 

 市は、事業者がフードドライブに取り組んでいる様子が分か

る写真をホームページ等に掲載し、事業者の社会貢献性を情

報発信する。 

 事業者が円滑にフードドライブを実施できるよう、市は「フ

ードドライブ運営マニュアル（事業者向け）」を作成する。 

 大野市脱炭素推進会議の構成団体が率先して取り組む。 
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№ ⑥ ライトダウンの成果の見える化 

参考アイデア№ 16,17,21,30,60,61 

実施主体 事業者・団体・市 

取組内容  市は、市民や事業者に省エネルギーや星空保護について考え

るきっかけにしてもらうため、令和３年度から毎年、７月を

中心に「ライトダウンキャンペーン」を実施している。 

 この期間、午後９時から午後１０時まで市民及び事業者に自

主的な消灯を呼び掛けており、期間中に開催される環境イベ

ントや星空観賞への参加についても呼びかけている。令和６

年度は、過去最高となる７３事業者が一斉消灯に参加した。 

 課題は、参加した市民や事業者が消灯しているかどうかの確

認が難しいことや、ライトダウンキャンペーンを実施したこ

とによる数値的な成果を示すことが難しいことである。 

 そこで、ライトダウン終了後に参加者から、消灯した照明の数や

ワット数、消灯時間などを報告書として提出してもらい、それを

もとに CO₂排出量を推計し、市ホームページで公表する。 

 併せて、事業者がライトダウンを実施している写真も市ホー

ムページなどに掲載し、事業者の社会貢献性を情報発信する。 

 まずは率先的に市役所本庁舎や大野市脱炭素推進会議構成団

体等が管理する施設などを対象にして取り組む。 

 

（３）アイデアを募る 

 

№ ⑦ こどもカーボンニュートラルアイデアコンテスト 

参考アイデア№ 94,95,96,123,125,162 

実施主体 事業者・団体・市 

取組内容  市は、将来の脱炭素人材の育成を目的に、子どもや親子を対

象に Eco 紙芝居や Eco 落語、サイエンスショーなどの啓発活

動を行っている。 

 これらに加え、脱炭素行動について深く考えてもらうきっか

けとするため、小学生を対象にカーボンニュートラルなまち

づくりのアイデアや、日常生活で行うことができる小さな工

夫などを募集するコンテストを開催する。 

 応募者にはインセンティブとして景品を提供することとし、

その景品は市内事業者（結の Eco協賛店など）から募る。 

 アイデアの審査については脱炭素推進会議委員が行うことと
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し、委員が所属する事業所・団体において実践できるものは

実践する。優れたアイデアは市ホームページなどで紹介する。 

 小学生の夏休みの自由研究の題材としても活用できるよう、

夏休み前にキックオフミーティングを兼ねて、アイデアを考

えるコツなどを教える教室を開催する。 

 小学生や親子だけではなく、中学生、高校生、事業者など、部

門を設けてアイデアを募集することも可能である。 

 

№ ⑧ コンポストのアイデアコンテスト 

参考アイデア№ 5,10,18,44,50,68,98,109,125,172 

実施主体 事業者・団体・市 

取組内容  廃棄物の減量化のためには、水分含有量の多い生ごみを家庭

から出させない取組みが重要である。 

 一般的な市販の生ごみ処理機は、購入価格が高いうえ上、電

気代などのコストがかかるため、コンポストを活用すること

でコストを抑えた生ごみ処理が期待できる。 

 コンポストは、生ごみなどの有機物を微生物の力で分解発行

させてできた堆肥、またはそれを作る容器自体をいう。 

 市内では、地域活性化に取り組む団体「横町編集部」がミミ

ズコンポストを活用し、地域ぐるみの資源循環の活動に取り

組んでいる。 

 コンポストにはさまざまな種類や型式があることから、コン

ポストの導入を促進するため、事業者や団体を対象にした「コ

ンポストのアイデアコンテスト」を開催する。 

 材料や製作方法、利用方法、ターゲット層などを含め、多様

な視点からコンポストに関するアイデアを提案してもらい、

優れたアイデアを表彰・周知する。（商品化につなげることが

できると望ましい） 

 市は、ホームページにダンボールコンポストの作り方を掲載

したり、作り方の講習会を開催したりしてコンポストの活用

を促進していく。 
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（４）学びを提供する 

 

№ ⑨ 家庭のCO₂排出量を算定する課題学習 

参考アイデア№ 65,69,125,163 

実施主体 事業者・団体・市 

取組内容  家庭の脱炭素行動を促すための取組みとして、「家庭 de 脱炭

素チャレンジ（仮称）」と題して、小学生親子や中学生を対象

に、一定期間、家庭から出る CO₂排出量を調べてもらう課題学

習を提供し、その結果から省エネ行動を考えてもらう。 

 市から参加者に「CO₂排出量算定シート」を提供し、家庭の１

か月の電気、ガスの使用量から CO₂排出量を算定してもらう。

前年同月の使用量が分かったら同じように計算して比較して

もらう。 

 家庭で使う電気製品の中で CO₂排出量の多いものを調べても

らい、排出量を削減するためにはどのような行動を取ればよ

いかを考えてレポートとして提出してもらう。例えば、テレ

ビの電力使用量が多かった場合、テレビの電力消費を抑える

工夫を提案してもらう。 

 優れたレポートは表彰し、市ホームページ等で公表する。 

 

№ ⑩ 事業者向け脱炭素セミナーの開催 

参考アイデア№ 101,103,176 

実施主体 事業者・団体（商工会議所）・市 

取組内容  市は体験型の環境教室やごみ講演会など、主に家庭部門にお

ける脱炭素行動を促す啓発活動を積極的に行っている。 

 一方で、脱炭素ビジョンに掲げる目標のためには、家庭部門

だけでなく、産業部門、民生業務部門、運輸部門などにおけ

る CO₂削減に取り組むことが必要である。 

 そこで、市や商工会議所などが主体となり、事業者を対象と

した脱炭素セミナーを開催する。 

 内容としては、脱炭素経営に取り組む意義やメリットを感じ

てもらう総括的なもののほか、業種ごとの専門性の高い技術

や知識を学べるものとする。 

 まずは、事業者がどのようなセミナーを必要としているかを

把握するためのニーズ調査を行い、その結果をもとに内容を

決定する。 
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№ ⑪ 小中学校での事業者による出前授業 

参考アイデア№ 27,44,110,162,167 

実施主体 事業者・団体・市 

取組内容  次世代を担う子どもたちに脱炭素社会についての理解を深

め、脱炭素行動を促していくためには、環境教育を充実させ

ることが重要となる。 

 令和３年度の学習指導要領の一部改訂では、地球温暖化問題

や省エネルギーの観点から「脱炭素社会の実現」という文言

が新たに追記された。 

 そこで、小中学校における総合的な学習の時間などにおいて、

脱炭素に向けた活動を積極的に行っている市内の事業者や団

体を招いて出前授業を実施する。一過性で終わるのではなく、

子どもと事業者のコラボによる取組みに発展できると良い。 

 実際に、横町編集部が上庄小学校でミミズコンポストの授業

を行ったり、天文クラブが阪谷小学校で星空保護の授業を行

ったりと、市内ではすでに取組みは行われており、このよう

な授業を提供できる事業者を増やす。 

 児童生徒は身近に真剣に脱炭素に取り組んでいる事業者を知

ることで、当事者意識や地域愛着が高まることが期待される。 

 事業者が学校を訪問するだけでなく、児童生徒が事業者の職

場や工場を訪問する「職場見学」にも対応できるようにする。

（例えば、バイオマスや小水力の発電所見学など） 

 市は、脱炭素に関する出前授業や職場見学の対応が可能な事

業者・団体をリスト化して学校現場に提供することで両者の

マッチングを促していく。 
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（５）行動を支援する 

 

№ ⑫ 薪ストーブや市産薪の購入の支援 

参考アイデア№ 3,88 

実施主体 事業者・団体・市 

取組内容  市域の約 87％を占める森林資源を生かした脱炭素化の取組み

を進めるため、木質バイオマス（薪やペレット、チップなど）

を燃料とするストーブやボイラーの導入を促進する。 

 木質バイオマスは、森林によるCO₂の吸収を通じて再生産が可能で

あり、森林生態系の再生能力の範囲内で利用すれば、大気中のCO₂

の量が増加することはないと考えられている。 

 住宅や事業所に設置する薪ストーブの購入費の一部を補助し

ている自治体は多く、市において同様の補助制度を行う。薪

ストーブではなく、地元産の薪自体の購入に対して補助金を

交付している自治体もある。 

 一方で、薪ストーブは不適切な利用をすると、大気や健康に

影響を及ぼし、近所とのトラブルの原因となる可能性がある

ため、適正な利用方法についても合わせて周知する。 

 

№ ⑬ CO₂排出量可視化の支援 

参考アイデア№ 85,122,163 

実施主体 事業者（金融機関）・団体・市 

取組内容  事業活動において脱炭素化を促進するためには、自らの事業

活動が現在、どれくらい CO₂を排出しているのか、脱炭素に取

り組むことでどれくらいコストが削減できるかを知ることが

重要である。 

 CO₂排出量の可視化に取り組む場合、「エクセルなどの計算シ

ートで算定する」方法と、「CO₂排出量可視化システムで算定

する」方法の２つがある。 

 「エクセルなどの計算シートで算定する」方法は、すでに多

くの公的機関や地方自治体から無料で提供されており、市は

これらを紹介したり、独自の計算シートを提供したりする。 

 「CO₂排出量可視化システムで算定する」方法については、さ

まざまな企業から CO₂排出量可視化システムが提供されてい

る。これらのシステムは費用がかかるが、エクセル算定に比

べ効率的に可視化が可能となる。 
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 越前信用金庫や福井銀行は CO₂排出量可視化システムを提供

する企業と連携している。金融機関が事業者の相談に乗り、

きめ細かな視点で脱炭素経営をサポートし、必要に応じて CO

₂排出量可視化システムを提供することで、市内の事業活動に

おける脱炭素化が一層進むことが期待される。 

 

№ ⑭ 家庭の LED 照明取替えキャンペーン 

参考アイデア№ 64,72,115 

実施主体 事業者・団体・市 

取組内容  LED 照明は従来の白熱電球や蛍光灯と比べて消費電力が少な

いことから CO₂排出量の削減と電気代の節約につながる。 

 蛍光灯の製造は令和９年末までに廃止されることが決定して

おり、それまでに LED照明などへの交換が必要となる。 

 家庭における照明器具の LED への取替えを促進する取組みと

して、市内の対象店舗で LED 照明器具を購入した市民から抽

選で、キャッシュレス決済などで使えるポイントを付与する

キャンペーンを実施する。（デジタルポイントでの付与が難し

い場合は、地元の特産品などを提供することとする。） 

 

（６）新たな方法を取り入れる 

 

№ ⑮ J-クレジットの促進 

参考アイデア№ 25,42,57,75,81,92,153,169 

実施主体 事業者（農業者）・団体・市 

取組内容  J-クレジットは CO₂の排出量や吸収量を収益につなげること

ができる制度であり、市や事業者において課題解決に資する

ことが期待される。 

 市は自ら J-クレジットに取り組み、脱炭素化の取組みを資金

化することで新たな環境施策の財源として活用する。その方

法として、市内の豊富な森林資源を生かすため「森林経営活

動」に係る J-クレジットに取り組む。 

 事業者に対しても J-クレジットの実践を促し、事業者の脱炭

素化の促進と稼ぐ力の向上につなげる。 

 事業者に対しては、すでに市内で実践者がいる「水稲栽培の

中干し期間の延長」に係る J-クレジットの啓発活動を行う。

ただし、収量に影響が出る可能性があるため、それを理解し
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ていただいた上で取り組んでもらうことが必要である。 

 また、脱炭素ビジョンには、農業系未利用資源である「もみ

殻」の有効利用を掲げている。もみ殻は、いぶして「くん炭」

にして農地にすきこむことで土壌改良効果があるうえ、ＣО₂

を土壌に貯留する効果がある。 

 勝山市ではもみ殻くん炭を農地に施用して栽培した里芋を

「バイオ炭勝ち山さといも」として高付加価値化して販売し、

J-クレジット化にも取り組んでいる事例があるので、これを

参考に農業者が取り組む。 

 

№ ⑯ 大野版 ZEB・ZEH の促進 

参考アイデア№ 86,176 

実施主体 事業者（建築・設計事業者）・団体・市 

取組内容  ZEBとは、快適な室内環境を保ちながら、大幅な省エネルギー

を実現した上で再生可能エネルギーを導入し、年間の消費エ

ネルギー量の年間収支が実質ゼロになる建物であり、ZEH は

ZEBとほぼ同様の概念が適用された住宅である。 

 建築物の断熱性能を高めることで、CO₂排出量や年間光熱費が

抑えられるほか、冬季において、ヒートショックを予防する

など、健康の維持増進につながる。 

 大野市は多雨・多雪な地域であり、地域特性に対応した建築

物の ZEB化・ZEH化を促進することが重要である。 

 現在、市内で ZEB 及び ZEH 基準の建築物は少なく、事業者か

らは、「ZEB及び ZEHに関する知識が不足している」という話

も聞く。 

 そこで、 市内の建築事業者、工務店、設計事務所等を対象に、

ZEB・ZEHに関する基礎知識や企業の取組事例などを紹介する

セミナーを開催する。または、省エネ性能・断熱性能の高い建

築物の内覧会などを開催する。 

 大野市の地理的特徴にあった省エネ・断熱住宅がどのような

ものなのかという点について、福井県が、県独自の省エネ基

準「福井ゼロカーボン・ウェルネス住宅（仮称）基準」を令和

６年度中に策定予定であるため、これを参考にし、セミナー

などで事業者に周知する。 
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７ 特別応援事業 ～ 雪の活用について～ 

  脱炭素ワークショップには、雪氷熱
せっぴょうねつ

利用の研究を進める福井大学カーボンニュー

トラル推進本部の教授が参加したこともあり、「雪の活用」に関して議論が広がった

（アイデアの数も最も多かった）。雪の活用は脱炭素ビジョンには掲げていない取組

みではあるが、雪は森林資源と同じく、市内に豊富に存在するものであり、議論を通

して脱炭素化や社会経済活性化の手立てになる可能性を共有した。今後、福井大学が

主体的に市内をフィールドとして雪の活用に関して研究と社会実装を進めていく方

向であり、脱炭素推進会議構成団体において、できる範囲で当事業を応援するという

意をこめて、本報告書における特別応援事業とする。 

 

 

№ ⑰ 雪氷熱活用に関する環境教室 

参考アイデア№ 2,7,24,56,90,108,110,146,170 

実施主体 事業者・団体（福井大学）・市 

取組内容  大野市は特別豪雪地域に指定されており、雪は豊富に存在す

るため、雪を活用した脱炭素化の方策に取り組む。 

 福井大学カーボンニュートラル推進本部は、雪氷熱利用の研

究を進めており、令和６年５月には越前大野名水マラソンに

て雪を使った雪冷房ブースを設けた。 

 雪氷熱は再生可能エネルギーであるが、社会実装をするとな

ると、雪の保管庫を整備するコストや、雪を運搬するための

コストがかかることから、採算性の課題もある。 

 そこで、雪氷熱の再生可能エネルギーとしての活用可能性を

普及することを目的に、福井大学が雪氷熱に関する環境教室

を開催する。小中学校からの希望に応じて出前授業にも対応

する。 

 例えば、このような環境教室を越前大野名水マラソンの前日に開

催し、大会当日の雪冷房ブースへの関心を高める方法が考えられ

る。教室の内容としては、親子を対象に、発砲スチロールを使って

雪クーラーを作るなどの方法が考えられる。雪は福井大学が屋外

雪貯蔵実験で市内に保管したものを使用する。（実験によると 100

トンの雪であれば６月頃まで残る見込み） 

 単に工作をするだけではなく、再エネや省エネの大切さを学

ぶことができる教室とする。 

 現在、福井大学は、市内において食品等の屋外雪貯蔵実験を
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計画しており、この結果を踏まえて雪活用の費用対効果を環

境教室で公表する。 

 

№ ⑱ 雪室活用による商品のブランド化 

参考アイデア№ 36,37,41,43,74,106,112,119,154,166 

実施主体 事業者・団体（福井大学）・市 

取組内容  雪を利用した天然の冷蔵庫「雪室」は、電気を使わないため

CO₂を排出しないことに加え、低温高湿度に保たれるため食品

や農産物の鮮度をより保つことができると言われている。 

 雪室は整備費が高額という課題はあるが、その後の空調費を

削減することはできる。 

 市内は、すでに雪室で野菜を成熟させて商品に付加価値をつ

けて販売している事業者がいる。 

 そこで、福井大学が事業者に普及啓発活動を行い、雪室活用

による商品の高付加価値化の可能性を探る。 

 雪室を活用して商品を高付加価値化することに関心がある事

業者と雪冷房に関する知見を持つ福井大学がつながること

で、新たなビジネスの創出が期待できる。 

 雪室活用に対する事業者のニーズが把握できないことから、

例えば、市が実施する「結のビジネスプランコンテスト」に福

井大学が参加し、雪室活用のビジネスプランを提案すること

で、やる気がある事業者とのマッチングが期待できる。 

 

 

８ 中長期的に検討すべき方策 

 

№ ⑲ 物流の共同配送 

参考アイデア№ 140,156 

実施主体 事業者（配送事業者）・団体・市 

取組内容  「共同配送」とは、複数の物流企業・事業所が連携し、複数企

業の商品を同じトラックやコンテナなどに積み込み輸送する

手段のことである。一部地域においては、物流企業の垣根を

超えた共同配送の取組みが進みつつある。 

 車両台数を削減しながら効率の良い輸送が可能となることよ

り、労働力不足問題の解決策となるうえ、CO₂や経費の削減効

果がある。 
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 大野市においても人口減少や高齢化の進展に伴い、将来的に

日用品確保などの日常生活を支えるインフラとして宅配サー

ビスが重要な役割を担うことになる可能性がある。 

 共同配送を実現するためには、関係企業が配送のシステム仕

様や納品条件などを調整・統一するなど、標準化が必要不可

欠となる。 

 国土交通省は、企業等が共同輸配送を図るための事業を補助

する制度を運用しているので、関係事業者がこれらを活用し、

自発的に創意工夫による取組みを行うことが期待される。 

 共同配送とは異なるが、一部地域では、物流の維持と輸送の

効率化を目的に乗客と宅配荷物を同時に運ぶ「貨客混載」も

実施されており、市においても物流事業者と連携して貨客混

載の導入を検討する。（一部地域では旅客列車で宅配便の宅配

荷物を運ぶ取組みも行われているのでこのような事例も参考

にする。） 

 

№ ⑳ シェアリングエコノミーの実践 

参考アイデア№ 6,28,82,102,118,131,140,141,149,161 

実施主体 事業者・団体・市 

取組内容  ワークショップでは、再エネをシェアする、移動手段をシェ

アする、涼しい場所をシェアするといった、「シェア（共有）」

に関するアイデアが多く出された。 

 シェアの概念を経済活動に活用する仕組みとして「シェアリ

ングエコノミー」が近年、注目されている。 

 「シェアリングエコノミー」とは、個人・組織・団体等が保有

する何らかの有形・無形の資源（モノ、場所、スキル、お金な

ど）を貸し出し、利用者とシェアする新たな経済の動きのこ

とであり、脱炭素社会の実現に向けても非常に重要な役割を

果たす。 

 例えば、余っている食品を廃棄せずにフードドライブに寄付

することで、食品の廃棄に伴う CO₂排出量を削減することに

つながる。また、カーシェアリングやライドシェアリングは、

車の利用効率を高め、車の走行時の CO₂排出量を削減するこ

とにつながる。 

 必要なときに必要な分だけ利用するという消費スタイルを促

進するとともに、共有することで、資源の有限性や環境への
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影響についての理解が深まるという効果がある。 

 すでに市はシェアリングエコノミーを活用した取組み（フー

ドドライブ、クラウドファンディング、空き家情報バンクな

ど）を実践しており、事業者、団体、市民においても、シェア

リングエコノミーの実践の輪を広げていくことで市全域の脱

炭素が加速化することが期待される。 

 

＜ワークショップで出たシェアリングエコノミーに関するアイデア＞ 

➢ 太陽光発電設備を１カ所に設置して住民が共有して使用

する。（設置費用も住民が分担する） 

➢ カーシェアリングに取り組む。 

➢ 雪を１カ所に集めて市民が（クーラー等に）活用する。 

➢ 夏休みに地域の涼みどころを共有する。（クールシェアリ

ング） 

➢ 農地において太陽光発電と営農を共有する。（ソーラーシ

ェアリング） 

➢ 共同配送の拠点施設を配送業者がシェアする。 
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９ 具体策等の実践に向けて 

脱炭素ワークショップでは、「大野市の地域資源を生かした脱炭素の取組み」をテー

マに、構成員がさまざまなアイデアを出し、最終的に「我が事として捉えることができ

る具体策等」を報告書にまとめた。 

報告書はワークショップの母体となる脱炭素推進会議で承認・決議し、委員が所属す

る事業所・団体においては費用や効果を考慮した上で取り組むこととする。 

市においては庁内の脱炭素推進本部会議で情報共有するともに、関係課は翌年度以降

の事業の参考とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10 おわりに ～子どもが主役の脱炭素型のまちづくり～ 

脱炭素ワークショップ（全３回）の議論を通して、子どもへの脱炭素化の啓発活動が

重要という意見が総じて多かった。その理由として、子どもを対象にすることで大人も

含め家族ぐるみで脱炭素行動について考えるきっかけとなることや、脱炭素ビジョンの

カーボンニュートラルの達成年度（２０３５年）以降は、現在の若年層が社会経済活動

の中核を担う人材となることが挙げられる。脱炭素社会実現の特効薬はなく、中長期的

な視点から未来の脱炭素型のまちづくりを進める人材の育成が重要となる。 

こうしたことから、将来を担う脱炭素人材を積極的に育成するため、脱炭素推進会議

メンバーが手本となって脱炭素行動の模範を示しながら、市民や事業者、団体、行政な

ど多様な主体が協働し、その輪を広げていくことが重要となる。 
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＜開催実績＞ 

回 開催日 内容 

第１回 ７月 29日（月） 脱炭素ビジョンに掲げるプロジェクトの実施状況につ

いて情報を共有した後、ワークショップにて『「自然（森

林、水、雪、星空、田など）」を生かした取組み』につい

てアイデア出しを行った。 

第２回 ８月 21日（水） 第１回のワークショップを振り返って意見交換を行っ

た後、ワークショップにて『「結
ゆい

（協働、ネットワーク）」

を生かした取組み』についてアイデア出しを行った。 

第３回 ９月 17日（火） 報告書（素案）について確認を行った。 

 

＜構成員＞ 

〇…座長 

 

№ 所属 役職 氏名（敬称略） 

１ 公立大学法人福井県立大学 教授 〇杉山 友城 

２ 越前信用金庫 常勤理事 土藏 有二 

３ 福井県民生活協同組合 次長 高井 健史 

４ 一般社団法人福井県自動車整備振興会大野支部 支部長 伊與 勝 

５ 大野市木材組合 理事 玉木 光祐企 

６ 大野市区長連合会 理事 須原 祥量 

７ 株式会社福井銀行 チームリーダー 井上 宗城 

８ 福井大学カーボンニュートラル推進本部 特命教授 永瀬 恭一 

９ 福井大学カーボンニュートラル推進本部 特命助教 鈴木 遥介 

事

務

局 

 

大野市 くらし環境部 環境・水循環課 

 

課長 加藤 洋美 

課長補佐 村中 宏美 

企画主査 小野田 陽 

主査 松浦 悦子 

主事 竹内淳汰郎 



脱炭素ワークショップ　アイデア一覧（全177）　※原文ママ

№ アイデア № アイデア № アイデア

1 市民が自然を散策する（ウォーキングイベント、車から徒歩へ） 61 様々な所で見る星空の違いが分かるようにする。ライトダウン 121 月に1回同時にノーマイカーデーをして帰りは、市内飲食店で食事して帰る

2 「市民」が住宅の屋外に「雪」を貯めて冷蔵庫として使う 62 市民が、ヒートポンプ式で発熱する家電を使って節電する（エコキュート、冷蔵庫、洗濯機） 122 事業者のCO2排出量の測定し、支援を市が行う（補助金等）

3 市民が間伐材を使ったまきストーブを導入する 63 豪雪地域に対応した太陽光設備を購入する 123 市が脱炭素取組コンテストを開催し市民が参画する（意見のすい上げ）

4 市民が、学生の農業体験及び収穫を授業に取り組む 64 常時使用しない家庭内のライトをスイッチ式ではなく人感センサー式に変える（特に玄関先） 124 各事業者が取り組んでいる、脱炭事業の自慢大会をする　PR、フェア

5 市民がごみ減量化のため生ゴミコンポストを行う 65 夏休みの宿題で親子で節電チャレンジを行う 125 行政→市民、事業者　認定、表彰制度の創設

6 マンションの住民が資金を出しあって太陽光発電設備を設置する 66 南六呂師か刈込池近くに市民植樹による森を作りカーボンニュートラルのシンボルとする 126 行政→行政　大野市と他市との連携

7 市民が、住宅に簡易的な雪室を作る 67 市民が、気温３０℃になった日は、午後２時に必ず打ち水する。（水は必ず井戸水or川水） 127 市と木材を扱う事業者さんで端材のマッチングを行う

8 市民が、太陽光パネルと蓄電池の導入する 68 家庭で生ごみを土に埋めて、微生物の力で消滅させる 128 カーボンニュートラルの日を制定し事業者がノーマイカーデー、乗り合い、ノー残業デーに取り組む

9 市民の植樹にエコポイントをつけて緑（吸収源）を増やす。（ふくＥＣＯ） 69 ＴＶは電力消費量が多く熱も発生するため、ＴＶを見ない 129 行政→市民　ハピコイン付与　回収ステーション

10 コンポストを導入する（キエーロ） 70 スーパーで出来ることは限界があるため、家庭での水洗いリサイクルを実施する（ごみの減量） 130 六呂師高原に星の環境大学をつくり若者を呼び込む　

11 農作物の地産地消を行う（輸送時のＣＯ２削減） 71 まず、大野の自然をとことん知る。（全体で） 131 地域でお年寄り、こどものクールシェアリング（夏休み）

12 地下水をくみ上げる途中でタービンを回し発電する 72 みんなで（市・事・行）蛍光灯、白熱電球をＬＥＤ（光色は暖色）に変える 132 事業者の廃油でエコキャンドルイベントを開催　

13 家庭用（水路）を庭に、水力発電を導入する。 73 非常用電源としても注目されるポータブル電源を太陽光発電のシートとともに家庭に導入する 133 市民が薪の代わりに廃棄木材を工務店から調達する

14 深夜営業を必要としないライフスタイルに転換する 74 農業者が雪の季節に大根を栽培し売る（雪の下大根は味がいい） 134 不用品持ち寄り市を定期的に開催　してごみを減らす　バザー

15 企業版ふるさと納税活用によるＰＪ（資金集め）を検討する。ライブ配信を行う。 75 市内森林で創出されたＪクレジットを市内事業者が購入する 135 市民が無料で使える無人タクシーを導入

16 夜間の星空観察会に参加し、自然の美しさや宇宙の神秘にふれる 76 減反で野菜を作る前に土づくりで牛の堆肥を土にすきこむ 136 市民が無料で使える自転車を街中に配置

17 ライトダウンに参加する 77 事業者が発電した電気を公共施設に供給する（小水力発電　）　 137 市民の車にステッカーを貼り、タクシー代わりに使える

18 家庭菜園、グリーンカーテン、コンポスト活用　を実施する 78 電気製品の充電化（深夜電力で充電し、充電冷蔵庫で使用） 138 大野市外の事業者×大野市民　定期的なテレワーク推奨（市が実績に補助）

19 環境配慮マーク商品を意識的に購入する 79 大手電力会社の水力発電を地域に優先的に利用できるよう、脱炭素が必要な企業にきてもらう 139 JRが定期利用者にポイント還元

20 山・川・まちのゴミ拾いを行う。アート・楽器づくりに活用する。 80 グリーンカーテンを再実施する（エアコンの節電につながる） 140 生協、郵便局、宅配等の共同輸送

21 ライトダウンに参加する 81 農家（米作）から大量に出るもみ殻を何かに使う 141 バス、タクシー業者、郊外自治会（市）とオンデマンド×EV車導入

22 食品ロス解消に向けた子供食堂を行う 82 太陽パネルの応用。農地の日照コントロールなど 142 脱炭素推進会議を中心としたメンバーで環境イベントを実施

23 各種ロスを削減するプラットホームを開設する 83 みんなで（市民、事業者）太陽光発電を普及させ、自身で使う 143 廃棄物をとことん利用する→木材、ふん、野菜

24 雪を使った冷房設備を作る 84 野菜の廃棄物ゼロの取組。（ＪＡ・シルバー・道の駅・トレタス）農家でそれぞれ出荷 144 事業者ー市民　市内の木を扱う業から出た廃材を格安にて市民に販売

25 バイオ炭農業（Jクレジット）を実施する 85 事業者の炭素排出量を見える化し各々に削減目標を揚げてもらう 145 企業が市と県民生協主催のフードドライブに参加し食品の量を増やす（寄付）

26 里芋でバイオマス発電を実施する 86 大野型ＺＥＢ・ＺＥＨを開発する。（大野の木材、水に合った建物） 146 段ボールコンポスト、段ボール雪室を開発する。安価で発売

27 バイオマス発電の見学を実施する 87 酪農家が牛のゲップ（メタンガス）が出ないエサを食べさせる 147 生産者をまきこんだフードドライブ

28 １カ所に太陽光を設置してみんなで使う（沖縄） 88 林業家と市民が連携して、薪ストーブを流行させる 148 工務店から出た端材を銭湯で使う（地域おこし協力隊がコーディネーター）

29 太陽光パネルの設置を義務化する 89 太陽光の電力を蓄電して市民のＥＶに格安で充電 149 車を乗り合わせて出勤する。（ガソリンを抑えられる）コミュニケーション

30 ライトダウンに参加する 90 雪利用のイベントを主催する。（コンテスト、お祭り、学会） 150 事業者-市民　古米を利用した料理を研究発表（コラボでも他）

31 奥越高原牧場の牛のフンと給食の残土でバイオマス発電 91 星空のＷＥＢ中継を行う（会費制orふるさと納税） 151 稲わらを利用したい人を募る

32 耕作放棄地に太陽光発電を設置する（農業者の収入源にも） 92 Ｊクレジットを事業者（田・森）に働きかける 152 おがくずを利用したい人を募る

33 水力発電の事業者が地域の住民とうまくやってる事例を紹介する。（シンポジウムを開催） 93 自然を守る行動のポイント化。林業支援につながるような商品購入に。 153 もみ殻を利用したい人を募る

34 農業事業者が化学肥料・農薬の使用をやめる、減らす 94 ドイツの分別　ごみが成功をしたのは、子ども→大人 154 中竜鉱山で雪室を行う

35 民間事業者が小水力発電を整備する。電気を地元の事業者に供給する 95 こども→大人　こども先生 155 越美北線のハイブリッド電車化

36 雪（氷）を夏まで保存し、かき氷などのスイーツ・特産品としてブランド化を図る 96 市民→行政　CN市民会議 156 越美北線と森林組合の連携で木材を運ぶ

37 「食品事業者」が屋外貯蔵した「雪」を使って食品保存・冷房に活用する 97 市と農家さん脱炭素農業ツアーを実施する 157 市民から廃油を集め越美北線を走らせる

38 事業者が「地下水（地中熱）」を利用した空調を導入する 98 市と個人の取組み　生ごみゼロ　家庭で処理→方法　無料の生ごみ処理機　我が家では堆肥枠に入れて土にする 158 町内会・自治会で小水力・マイクロ水力導入　地域の施設にて利用

39 廃材を利用した工作物の体験教室を開催する 99 さかだに雪まつりでPRを行う（自治会と事業者） 159 宅配事業者が市民と（に）置き配BOX普及

40 事業者が雪の反射を活かした「太陽光パネル」を導入する 100 建設重機から出る、廃油のリサイクルか廃油ストーブ　エンジンオイル、てんぷら油 160 再エネ・脱炭素の取組をしている商店で買い物するとポイント付与

41 事業者が雪貯産食品を販売する（道の駅） 101 事業者の会員が多い団体（ロータリークラブ、ライオンズクラブ、青年会議所等）の会合にて脱炭素のセミナーを開催する 161 エネルギーシェアリングを検討する。電力、熱、交通

42 森林を活用したＪクレジットを活用する（経済効果により森林保全の促進） 102 事業者→事業者　設備などの共同利用、協同組合 162 学校で環境教育　今回のワークショップのような取組を継続（アイデアコンテスト）

43 「温浴施設」で「雪」を冷房に活用する 103 会社で取り組む→従業員に浸透する 163 学校でCO2排出量測定→削減取組で競争（省エネプログラムを考える）

44 小学校等にコンポストを設置する 104 異業種が集まる団体でセミナーをすることで横のつながり・意見交換ができる 164 ごみ集積方法の改善、混ぜない（集積センターだけでも）

45 九頭竜湖で水力発電の最大化を図る 105 市内事業者と市民が一緒に市内全域のごみ拾い大会を行う 165 東京や大阪といった特定都市と協定を結び生産したエネルギーを消費する見える関係

46 大野版ＣＮカルタ・ＣＮポスターコンクールを実施する 106 雪室のDIY 166 大規模な雪室を作って、共同利用する。付加価値化を低コストで

47 市役所が夏の猛暑の熱を蓄えて冬の融雪に活用（熱の保有） 107 事業者の食品ロスをこども食堂に提供する 167 学校が、間伐材を活用した授業（工作や作品イベント）

48 水力・太陽・火力エネ管理を地域で行う（九州） 108 「事業者」が雪の利活用について説明する場を設ける（市民に向けて） 168 行政-団体-市民　市とキャンパーとコラボ配信。大野市に人を呼ぶ、大野産の薪を売る、事業者が薪を作る

49 地元農産物を利用したレストランを応援する 109 個人のコンポストで作った堆肥を農業者が利用する 169 行政-事業者　Jクレジット用の森林と販売用（例）薪の木材を計画的に育成

50 家庭から出る生ゴミを肥料に転換する 110 「大学職員（研究員）」が「学校」でCNについての出張講座を行う 170 行政-市民　冬の雪を保管、夏に解放して雪を使ってスポットクーラーにて節電

51 冬時期の除雪を利用してのスキー場を開設する 111 事業者→市民（小売）　フードロス削減　消費期限ギリギリ　商品の積極的販売 171 市と車屋さんでエコカーイベントを開催する

52 市が森と水の循環を学べる施設（ビオトープ）を整備する（市民も） 112 金沢のひむろ　まんじゅう　→雪室 172 生ごみ処理のアイデアコンテストを市が開催して市民を表彰

53 学校が森と水の循環について教える（学びの場提供） 113 ホームカミングディ（大学）植樹したものを見に来る 173 大野市蓄電所

54 市が市民の脱炭素化の活動にポイントを付与（デジタル地域通貨） 114 つるが→ごみが減ると預金の○○が○○するなどの商品を作る 174 市と団体が連携してアフリカ村を１週間開催（市民参加）水や電気の使い方が見直せる

55 子供に植林活動、キャンプを体験させる企画を実施する（自然保護の啓発） 115 LED補助 175 行政-事業者　エネルギーのネットワーク化（太陽光パネル）

56 行政が、イベントで「雪」を使って環境教育を実施する 116 県の認定とりましょう　プロジェクトを大野市でつくる 176 市が事業者の省エネ手法について研修会を開催する

57 市が、市有林の保全、植林によりＪクレジットを創出する（森林を守る費用を捻出する） 117 岩倉市と自然ふれあい探検隊で植樹 177 前向きコンパクトシティ、集落の集約化を進める

58 カーボンフットプリントを見積もりに入札ポイントを付与する 118 「市役所」が管理する雪山を「市民」「事業者」がシェアして利用

59 保育園等の教育機関を巻き込んでの植林と管理を行う（市民） 119 「市役所」「事業者」が雪室で保存したい食材を「市民」から募る

60 月一度、自宅から見える星空の風景を写真で撮り、投稿する（ＳＮＳなど） 120 市と事業者で環境フェアを実施する（農家さんの取組も紹介、試食）

報告書に要素を取り入れたアイデア（全106）


